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（以下については国、県の動向により追加します。） 

 

第１章 基本的な考え方 

 

１ 伊那市地方創生人口ビジョンの趣旨 

 

２ 対象期間 

 

第２章 国及び県の現状と将来展望 

 

１ 国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」 

 

２ 長野県人口の現状と将来展望 
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第３章 伊那市の人口の現状分析 
 

１ 年齢別人口 
 

（１）人口ピラミッド ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の人口ピラミッドは、二つの大きな膨らみがある｢ひょうたん形｣で、わが

国の人口ピラミッドの形によく似ており、第二次ベビーブーム世代の層の厚みが

大きく、生産年齢人口割合の高さにつながっています。 

また、20 歳代の人口が少なく、進学・就職等で流出しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１次 

ベビーブーム 

（団塊の世代） 

終戦前後の出生減 

第２次 

ベビーブーム世代 

第２次世界大戦の影響で 

男性人口が極端に少ない 

男 女 

老
年
人
口 

生
産
年
齢
人
口 

年
少
人
口 

（人） 

 

（人） 

 

平成 31年 4月 1日現在（毎月人口移動調査） 



 

3 

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H30

人口 65,474 66,658 67,614 70,262 70,705 72,321 71,639 71,872 70,959 68,554 67,058

世帯数 17,093 18,008 19,010 20,345 21,226 23,225 23,848 25,153 26,000 26,875 27,263

0

10,000
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40,000

50,000
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70,000

80,000

（２）年齢３区分別人口構成 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の年齢３区分別人口構成は、

年々年少人口割合及び生産年齢人口

割合が減少し、一方で老年人口割合

が増加しています。 

特に老年人口割合は、平成 30 年

（2018 年）では、平成 12 年

（2000 年）から 10.5 ポイント増

の 31.3％となっており、高齢化が進

んでいます。 

 

 

２ 人口推移 
 

（１）総人口・世帯数 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

総人口は、平成 7 年（1995 年）をピークに、緩やかな減少に転じています。

世帯数は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月人口移動調査 

  

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合 
13.0 

13.7 

14.4 

15.6 

16.2 

55.7 

56.5 

59.0 

61.8 

63.0 

31.3 

29.8 

26.6 

22.6 

20.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30

H27

H22

H17

H12

年少人口 生産年齢人口 老年人口

毎月人口移動調査 

世帯数 

人口 
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15,642 15,060 14,855 14,499 13,501

15,910
14,637 15,433 15,719

15,331

3,635
3,524 3,422 3,278

3,069

7,294
8,947 8,909 8,713

8,441

2,378 2,369 2,372 2,386
2,214

5,331 5,497 5,495 5,545
5,472

5,857 5,990 6,068 6,455
6,549

6,203 6,259 6,311 6,222
5,862

7,665 7,040 6,820 6,331

5,628

2,314 2,228 2,099 1,935

1,729

0
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80,000

H7 H12 H17 H22 H27

長谷

高遠町

西春近

西箕輪

東春近

手良

美篶

富県

伊那（竜東）

伊那（竜西）

（２）地区別総人口 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

地区別の人口は、平成 22 年（2010 年）まで伊那（竜東）、東春近、西箕輪が

増加傾向にありましたが、平成 27 年（2015 年）では西箕輪のみが増加となり

ました。他の地区は横ばい、または減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国勢調査  
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（３）地区別の人口増加率と高齢化率（今後修正予定）● ● ● ● ● ● ● ● ● 

市内 10 地区の長期的な人口増加率（平成２年と平成 22 年の比較）と直近の

高齢化率の分布図は、次のとおり分類できます。 

① 持続型発展都市 

人口増加率がプラスで、高齢化率が比較的低い地域（伊那（竜東）・西箕輪・東春近） 

② 安定型田園都市 

人口増減が緩やかで、高齢化率が平均よりも高い地域（西春近・美篶・手良・伊那（竜西）） 

③ 高齢化人口減少地域 

人口減少が大きく、高齢化率が高い地域（高遠町・長谷） 

④ 安定型田園都市と高齢化人口減少地域の中間 

人口減少がやや大きく、高齢化率がやや高い地域（富県） 
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国勢調査 

人口増加率 

人口増加率 

伊那（竜東） 

① 持続型発展都市 

② 安定型田園都市 

③ 高齢化人口減少地域 

④ 安定型田園都市と高齢化

人口減少地域の中間 

西箕輪 

東春近 

美篶 
西春近 

手良 

伊那（竜西） 

富県 

高遠町 
長谷 
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H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30

出生者数 830779702755764717750723728727688694703683656746671669648560574572582523510530478456

死亡者数 543603669672603629627678692642657617617710723693701702739779804905830829770861884782

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

伊那市 1.63 1.67 1.44 1.52 1.56 1.71 1.59 1.65 1.71 1.46

県 1.45 1.43 1.53 1.50 1.50 1.54 1.54 1.58 1.59 1.56

国 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43 1.42 1.45 1.44 1.43

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

伊那市

国

３ 自然動態 
 

（１）自然動態の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

自然動態は、平成 16 年（2004 年）から減少に転じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月人口移動調査 

 

（２）合計特殊出生率 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

合計特殊出生率は、平成 23 年（2011 年）から平成 28 年（2016 年）国、

県より高くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
合計特殊出生率… 
一人の女性が、一生の間に生むであろう子どもの数を表し、15歳～49歳の女性の年齢ごと

の出生率を合計した数字です。2.07が人口維持の目安です。 

出生者数 

死亡者数 自然増加数 

自然減少数 

（人） 

自然減 自然増 

長野県 
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180 178 153 193 200 189 180 174 206 190

104 112
103

111 137
112 103

71
103

77

110 124
147
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92
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119

101 95 116 99
105
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120
111

25 32 45 57

84

76 109
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119
114

15
22 9 32

35
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125

155
200
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900

1000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（ ３）死因別死亡者数 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

死因別死亡者数は、生活習慣病に起因すると考えられる悪性新生物（がん）、脳

血管疾患、心臓疾患で５割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康推進課資料 

  

（人） 

自殺 

老衰 

肺炎 

心臓疾患 

脳血管疾患 

悪性新生物 

その他 

事故 
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H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

社会増 4,109 4,102 4,804 4,122 3,601 4,097 3,802 3,829 3,966 3,762 3,424 2,733 2,288 2,335 2,462 2,310 2,223 2,309 2,297 2,340 2,258

社会減 4,264 4,172 4,616 4,185 3,856 3,908 3,958 3,754 3,869 3,909 3,937 3,329 3,006 2,571 2,597 2,499 2,289 2,399 2,372 2,349 2,284

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

県内 1,351 1,562 1,398 1,313 1,348 1,257 1,262 1,239

県外 984 900 912 910 961 1,040 1,078 1,019

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

県内 1,361 1,490 1,363 1,269 1,334 1,325 1,342 1,275

県外 1,210 1,107 1,136 1,020 1,065 1,047 1,007 1,009

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

４ 社会動態 
 

（１）社会動態の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

社会動態は、平成 20 年（2008 年）から大きく減少に転じていますが、ここ

数年は、人口移動が落ち着き、減少幅が縮小しています。転入者は、平成 18 年

（2006 年）から平成 22 年（2010 年）まで県内移動、県外移動ともに減少し

ています。また、転出者は、平成 20 年（2008 年）から平成 23 年（2011 年）

まで県内移動、県外移動ともに減少しています。それ以降は転入・転出とも横ば

い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月人口移動調査 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月人口移動調査 

  

【 転入者の推移 】 【 転出者の推移 】 

県外移動 

県内移動 

県外移動 

県内移動 

（人） （人） 

（人） 

転入 

転出 
社会増 

社会減 
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183 195 158 140 165

156 132
140 147 130

153 176
130 176 127

124 102

122
103

108

99 135
142 139

111

75 69
55 55

56

73 73

60 54

66

47 41

55 67

55

39 39

33 27

34

37 34

23 42

40

327 352

339 312
347
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箕輪町

駒ヶ根市

南箕輪村

132 176
226 212 210
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11377

68

62 88
7662

52

63 76

67
44

43

37
68
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41

44
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39

31
21
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14

8
11

25
256 

263 
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滋賀県

三重県

茨城県

静岡県

千葉県

埼玉県

神奈川県

愛知県

東京都

国外

（２）転入者 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 県内転入者 

県内転入者は、上伊那郡内からが多く、南箕輪村、駒ヶ根市、箕輪町多くを占

めています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 県外転入者 

県外転入者は、増加傾向で、国外からの転入者数が増加しています。 
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226 232 220 214 220
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愛知県

神奈川県

国外

東京都

（３）転出者 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 県内転出者 

県内転出者は、駒ヶ根市、長野市への転出者数が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 県外転出者 

県外転出者は、国外、愛知県への転出者数が増加しています。 
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③ 外国人登録者数 

外国人登録者数は、平成 25 年から平成 27 年にかけてブラジル、フィリピン

国籍の外国人が大きく減少しましたが、平成 28 年以降増加に転じています。 

このことから、国外への転入・転出はブラジル、フィリピンからの就労者が大

きく関係していると考えられます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 転入・転出超過 

自治体間では、南箕輪村、箕輪町への転出超過、駒ヶ根市から転入超過となっ

ており、同様の傾向が続いています。首都圏への転出超過の傾向も継続していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

毎月人口移動調査  

【 近隣市町村への人口移動（平成 30年） 】 【 県外への人口移動（平成 30年） 】 
（人） （人） 

転入 

転出 

社会増加数 
（本市への転入超過） 

社会増減数 

社会減少数 
（本市からの転出超過） 

転入 

転出 

社会増加数 
（本市への転入超過） 

社会増減数 

社会減少数 
（本市からの転出超過） 

（人） 

韓国・朝鮮 

フィリピン 

中国 

ブラジル 

その他 
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⑤ 年代別人口移動 

年代別人口移動は、男女ともに 15～24 歳では大きく転出超過となっていま

す。また、25～29 歳では、減少傾向にあるが転入超過となっています。 

 

【 男性 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 女性 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

国勢調査 

  

（人） 

転入超過 

転出超過 

（人） 

転入超過 

転出超過 



 

13 

５ 産業別就業者 
 

（１）推移及び構成比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

第３次産業の就業者は、増加傾向にあります。就業者の構成比は、第２次産業

の就業者割合が国や県よりも高くなっています。 
 

 

【 産業別就業者の推移 】 

 

 

【 産業別就業者の構成比 】 

 

 

 

H7 H12 H17 H22 H27

第1次産業従事者 4,740 4,221 3,996 3,048 3,179

第2次産業従事者 17,075 15,734 12,989 11,772 11,507

第3次産業従事者 18,620 18,766 19,896 21,505 20,398

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

9.1%

9.3%

4.2%

36.1%

32.1%

26.3%

58.1%

61.6%

70.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

伊那市

県

国

第1次産業 第2次産業 第3次産業

（人） 

第３次産業従事者 

第２次産業従事者 

第１次産業従事者 
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5,000
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7,000

（２）男女別産業大分類別人口 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

男女別産業大分類別人口は、製造業従業者が圧倒的に多く、特化係数は男性が

1.6、女性が 1.7 となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年国勢調査 

 

  

特化係数… 
「本市の産業別就業者比率」÷「全国の産業別就業者比率」で算出。 
産業別就業者比率が全国平均と比較してどの程度の偏りがあるかを調べる方法で、特

化係数が 1.0を超えていれば全国平均に比べ相対的に特化しているといえます。 

Ａ 

農
業
・
林
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漁
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熱
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信
業 
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不
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貸
業 

Ｄ 

建
設
業 
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・
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便
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・
保
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Ｌ 
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術
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・
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・
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術
サ
ー
ビ
ス
業 
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宿
泊
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・
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ー
ビ
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生
活
関
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ー
ビ
ス
業
・
娯
楽
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Ｐ 

医
療
・
福
祉 

Ｑ 

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業 

Ｒ 

サ
ー
ビ
ス
業(

他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の)

 

Ｔ 

分
類
不
能
の
産
業 

Ｏ 

教
育
・
学
習
支
援
業 

Ｓ 

公
務(

他
に
分
類
さ
れ
る
も
の
を
除
く)

 

（人） 

男性従事者数 

女性従事者数 

特化係数（男性） 

特化係数（女性） 
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3.6%

8.4%

16.7%

12.2%

14.0%

9.5%

14.0%

12.0%

14.4%

15.4%

8.6%

10.0%

14.7%

5.2%

15.4%

20.6%

16.7%

18.2%

18.8%

14.6%

15.6%

20.2%

14.9%

15.4%

17.8%

16.3%

7.4%

26.1%

26.2%

28.0%

23.0%

24.9%

21.2%

23.7%

23.6%

27.0%

19.8%

30.2%

19.8%

8.0%

20.1%

22.1%

23.2%

20.3%

23.6%

16.8%

32.9%

23.8%

28.2%

21.8%

28.1%

13.2%

25.6%

22.4%

10.9%

16.2%

15.8%

16.6%

23.7%

12.7%

15.0%

13.1%

24.3%

12.5%

13.8%

50.1%

7.6%

3.6%

3.8%

8.8%

6.6%

9.6%

3.2%

3.0%

1.3%

10.1%

1.4%

22.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

（３）年齢階級別産業人口 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

従業者が多い建設業、製造業、卸売・小売業、医療・福祉は、年齢構成のバラ

ンスが良く、幅広い年齢層の雇用の受け皿となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年国勢調査 

 

  

Ａ 農業、林業 

Ｄ 建設業 

Ｅ 製造業 

Ｈ 運輸業、郵便業 

Ｉ 卸売・小売業 

Ｌ 学術研究、 

専門・技術サービス業 

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 

Ｏ 教育、学習支援業 

Ｐ 医療、福祉 

Ｒ サービス業 

（他に分類されないもの） 

Ｓ 公務 

（他に分類されるものを除く） 

Ｔ 分類不能の産業 
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第４章 将来人口の推計と分析 
 

１ コーホート変化率法による人口推計の概要 
 

（１）推計期間 

● 令和 27年（2045年）までの 5 年ごと 

 

 

（２）基準年次 

● 平成12年（2000年）から平成27年（2015年）の4回の国勢調査人口 

 

 

（３）人口の推計方法 

● 年齢階級の推計においては、コーホート変化率法を使用。 

● コーホート変化率法は、コーホートごとの５年間の人口増減を変化率として捉え、そ

の率が将来も大きく変化しないものと推計し、０～４歳の子ども人口は、15～49歳

女子人口との比率により推計する方法である。 

● 本推計においては、①年齢別コーホート変化率（基準年次とその５年前の男女・

年齢別人口の変化率）、②婦人子ども比（基準年次の０～４歳男女別人口÷15～

49 歳女子人口）、が必要となる。 

 

 

（４）世帯数の推計方法 

● 平成12年（2000年）から平成27年（2015年）の4回の国勢調査の地区別の

平均世帯人員を基準として、最小二乗法により地区別の平均世帯人員を推計する。 

● コーホート変化率法で推計した地区別人口と最小二乗法により推計した平均世帯人

員により、地区別の世帯数を算出する。 
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71,551 71,784 71,083 

67,796 
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25,043 26,112 26,231 26,674 27,122 27,513 27,879 28,236 28,648 
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合計

世帯数

年少人口

生産年齢人口

老年人口

２ 総人口・年齢区分別人口の推計（全市・地区別） 
 

平成 12 年（2000 年）から平成 27 年（201５年）の国勢調査を基に、コー

ホート変化率法を用い、将来人口を推計しています。 

伊那市の人口は、現状のまま推移した場合、25 年後の令和 27 年（2045 年）

には 50,738 人と見込まれます。 

年齢３区分人口でみると、令和 27 年（2045 年）では、年少人口、生産年齢

人口は減少するとともに、老年人口も増加後、減少していくと見込まれており、

各地区においても同様の傾向が見られます。 

 
【 総人口・年齢区分別人口の推計（全市） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 15.7% 15.1% 14.4% 13.6% 12.9% 12.4% 12.2% 11.5% 11.0% 10.7% 

生産年齢人口割合 61.7% 60.6% 59.0% 56.3% 54.8% 53.8% 52.4% 51.1% 48.4% 46.6% 

老年人口割合 22.6% 24.3% 26.6% 30.1% 32.3% 33.8% 35.4% 37.4% 40.6% 42.7% 

平均世帯人員 3.01  2.87  2.72  2.58  2.46  2.32  2.19  2.05  1.91  1.77  

  

合計（人）（世帯） 年齢別（人） 

※ここでは、所在地区不明の人数は含まれていません。 
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【 伊那（竜西）地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 14.6% 14.2% 13.4% 12.4% 11.8% 11.4% 11.0% 10.2% 9.5% 9.3% 

生産年齢人口割合 61.9% 59.3% 57.1% 55.2% 54.0% 52.9% 51.3% 49.0% 45.5% 43.8% 

老年人口割合 23.5% 26.6% 29.5% 32.4% 34.2% 35.7% 37.8% 40.8% 45.0% 46.9% 

平均世帯人員 2.74 2.61 2.47 2.36 2.25 2.13 2.01 1.88 1.76 1.64 

 

 

【 伊那（竜東）地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 17.8% 18.1% 17.2% 15.5% 14.4% 14.0% 14.0% 13.2% 12.7% 12.6% 

生産年齢人口割合 65.9% 63.8% 62.7% 61.2% 60.8% 60.2% 58.4% 56.4% 53.4% 51.9% 

老年人口割合 16.2% 18.1% 20.1% 23.3% 24.8% 25.8% 27.6% 30.4% 33.9% 35.5% 

平均世帯人員 2.70 2.63 2.55 2.37 2.32 2.21 2.11 2.01 1.91 1.81 
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【 富県地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 15.2% 14.0% 12.4% 12.5% 12.1% 11.6% 10.8% 10.2% 9.5% 8.9% 

生産年齢人口割合 57.2% 56.4% 55.4% 52.5% 49.8% 48.0% 47.2% 47.2% 45.6% 42.3% 

老年人口割合 27.6% 29.6% 32.2% 35.0% 38.2% 40.3% 42.0% 42.6% 44.9% 48.8% 

平均世帯人員 3.64 3.38 3.16 2.96 2.73 2.50 2.28 2.06 1.83 1.61 

 

 

【 美篶地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 16.3% 15.2% 14.8% 13.7% 12.6% 11.7% 11.6% 10.7% 10.0% 9.5% 

生産年齢人口割合 63.3% 63.1% 59.9% 55.6% 53.2% 51.2% 49.1% 47.8% 44.2% 41.8% 

老年人口割合 20.4% 21.8% 25.3% 30.7% 34.2% 37.1% 39.3% 41.5% 45.8% 48.7% 

平均世帯人員 3.30 3.10 3.00 2.86 2.75 2.62 2.49 2.36 2.22 2.09 
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【 手良地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 13.7% 15.2% 14.8% 13.6% 12.3% 11.6% 12.6% 12.0% 11.5% 11.2% 

生産年齢人口割合 59.1% 56.7% 53.9% 50.8% 51.4% 52.1% 49.5% 47.9% 45.8% 43.5% 

老年人口割合 27.1% 28.1% 31.3% 35.5% 36.3% 36.3% 37.9% 40.0% 42.7% 45.3% 

平均世帯人員 3.53 3.46 3.14 2.91 2.72 2.50 2.28 2.06 1.85 1.63 

 

 

【 東春近地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 17.8% 16.7% 15.6% 14.4% 13.4% 12.6% 12.2% 11.3% 10.6% 10.1% 

生産年齢人口割合 61.6% 60.9% 59.2% 57.2% 55.9% 53.7% 51.4% 50.0% 48.6% 46.7% 

老年人口割合 20.6% 22.5% 25.2% 28.4% 30.6% 33.7% 36.4% 38.6% 40.8% 43.2% 

平均世帯人員 3.48 3.33 3.12 2.91 2.74 2.55 2.36 2.17 1.98 1.79 
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【 西箕輪地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 15.4% 14.3% 14.5% 15.2% 15.2% 14.7% 14.0% 13.5% 12.9% 12.6% 

生産年齢人口割合 66.0% 67.0% 64.7% 59.0% 56.2% 55.5% 56.5% 56.7% 54.3% 51.9% 

老年人口割合 18.6% 18.6% 20.8% 25.7% 28.6% 29.7% 29.5% 29.8% 32.8% 35.5% 

平均世帯人員 2.89 2.64 2.58 2.54 2.40 2.30 2.19 2.09 1.98 1.88 

 

 

【 西春近地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 17.1% 15.2% 13.4% 13.0% 12.1% 11.8% 11.0% 10.6% 10.1% 10.0% 

生産年齢人口割合 61.2% 61.7% 60.9% 57.8% 56.4% 54.6% 52.5% 51.1% 48.1% 46.1% 

老年人口割合 21.7% 23.1% 25.7% 29.3% 31.5% 33.6% 36.5% 38.3% 41.8% 43.9% 

平均世帯人員 3.35 3.15 2.89 2.72 2.52 2.31 2.10 1.90 1.69 1.48 
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【 高遠町地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 12.2% 11.8% 11.4% 11.3% 11.0% 10.5% 10.0% 9.5% 8.9% 8.6% 

生産年齢人口割合 54.1% 52.4% 51.8% 48.6% 45.6% 44.3% 42.9% 42.0% 39.8% 37.5% 

老年人口割合 33.7% 35.8% 36.8% 40.1% 43.4% 45.3% 47.1% 48.6% 51.3% 53.8% 

平均世帯人員 3.03 2.94 2.77 2.67 2.54 2.42 2.30 2.17 2.05 1.93 

 

 

【 長谷地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口割合 11.5% 10.7% 10.1% 9.2% 8.5% 8.3% 8.5% 7.9% 7.0% 6.2% 

生産年齢人口割合 50.2% 50.1% 47.9% 44.0% 41.5% 39.4% 38.0% 36.9% 34.3% 30.4% 

老年人口割合 38.2% 39.2% 42.0% 46.8% 50.1% 52.3% 53.5% 55.2% 58.7% 63.4% 

平均世帯人員 3.48 3.22 2.94 2.93 2.68 2.49 2.30 2.11 1.92 1.74 
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第５章 人口の現状分析結果 

１ 人口動態 

本市の人口は平成７年（1995 年）までは増加を続け、72,321 人（不詳含む）

に達しました。 

自然動態では、合計特殊出生率は、近年回復傾向にあるものの、1.50～1.70

程度で低迷しています。また、出産が可能とされる年齢層（15～49 歳）の女性

数は、減少傾向、さらに、晩婚化の傾向があり、出生数は減少しています。一方、

死亡者数は、増加傾向にあり、死亡数が出生数を上回り、自然減が拡大していま

す。 

この要因として、女性数の減少及び出生率の低下が挙げられ、若い世代が子ど

もを産み、育てやすい環境づくりに取り組む必要があります。 

社会動態では、近年、転出者が転入者を上回り、社会減の傾向にあります。特

に、進学期（15～19 歳→20～24 歳）の大幅な転出傾向は従来と大きく変わら

ないものの、就職期（20～24 歳→25～29 歳）及び転職期（25～29 歳→30

～34 歳）の転入傾向は、近年弱まっています。また平成 26 年（2014 年）以

降は県外からの転入者の増加により、社会動態は均衡に向かっています。 

この要因として、就職期及び転職期の転入減が、社会減に直接的な影響を与え

ていることが挙げられ、若者の雇用の受け皿となる仕事の質と量の確保を引き続

き行う必要がある一方で、県外からの転入者数の増加は移住・定住施策による一

定の成果と思われます。 

 

 

 

２ 子育て世代に向けた転出入対策 

本市の人口構成では、４０歳前後の第二次ベビーブーム世代を中心に、その前

後の年齢層が厚く、高い生産年齢人口割合を確保しています。 

一方、３０歳代からの人口層の厚みが回復しているものの、２０歳代の人口の

減少傾向が見られ、この世代を呼び込む必要があります。 

 

 

  



 

24 

 

３ 首都圏からの転入促進 

本市の社会動態の推移では、近年、転出入とも、年間 2,500 人弱程度で、社会

増減は拮抗した状態にあります。 

一方、本市からの首都圏への転出超過が、社会動態全体に大きな比重を占めて

います。大学卒業後に本市への転入が増加しない場合、出産適齢期や子育て世代

が減少し、出生数がさらに減少することが懸念されます。 

 

 

 

４ 雇用の創出及び労働力の確保 

人口減少及び高齢化に伴い、労働力人口の減少や消費市場の縮小により、地域

経済規模の縮小が懸念され、その結果、社会生活サービスの低下を招き、更なる

人口流出を引き起こすという悪循環を招くことが懸念されます。 

産業別人口では、製造業従業者が突出しており、卸売業、建設業、農業・林業

等がそれに続き、いずれも、年齢構成のバランスがとれた幅広い雇用の受け皿と

なっています。 

一方、地域資源を活用した産業である「農業・林業」の特化指数は、男性が 2.36、

女性が 2.13 と高く、特徴的な産業であるものの、60 歳以上が約４分の３を占

め、極端に高齢化が進んでいることから、急速に就業者が減少することが懸念さ

れます。 
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基本的視点２ 経済縮小対策 

①「しごとづくり」と「雇用の確保」 

②産業振興と地域活性化 

基本的視点１ 人口減少対策 

①合計特殊出生率の増加 

②転出抑制と転入増加 

第６章 人口減少問題に取り組む基本的視点 
 

本市では、合計特殊出生率は国、県より高くなっているものの、出生数は年々

減少傾向であり、自然動態は平成 16 年（2004 年）から減少に転じています。

また、社会動態は、平成 20 年（2008 年）から大きく減少に転じていましたが、

平成 26 年（2014 年）以降は均衡に近づいてきています。 

このことから、人口減少への対応は、次の二つの方向性が考えられます。 

一つは、出生者数を増加させることにより、人口減少に歯どめをかけ、将来的

に人口構造そのものを変えていくものです。 

二つ目は、転出の抑制、転入者の増加に向けた政策誘導を図るものです。 

この二つの対応を同時並行的・相乗的に進めていくことが、人口減少の歯止め

とそれを超えて調和的な人口増加に転じさせていくうえで大変重要です。 

そこで、本市では、人口減少問題に取り組むための２つ基本的視点を定め、第

1 期より引き続きこの基本的視点を基に、具体的な施策を推進していきます。 
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合計特殊出生率を平成 42 年（2030 年）までに 2.07 達成 

第７章 人口の将来展望 
 

１ 人口の将来展望 

 

人口の将来展望は、国、県の総合戦略を勘案し、企業、団体、市民、それぞれ

共通理解のもとで施策を推進するため、伊那市の人口の現状及び分析、基本的視

点を踏まえて本市の平成 52 年（2040 年）までの人口の将来展望を下記のよう

に設定します。 

 

（前回ビジョン数値） 

 平成 22 年 
（2010 年） 

平成３2 年 
（2020 年） 

平成 42 年 
（2030 年） 

平成 52 年 
（2040 年） 

人口 71,093 人※1 68,３00 人 66,３00 人 65,000 人 

自然動態 
（合計特殊出生率） 1.44 1.8４※2 ２.07※３ 2.07 

社会動態 
転出超過 

△304 人※4 

転入超過 

50 人 

転入超過 

１00 人 

転入超過 

２00 人 

※１ 平成 22 年国勢調査 
※２ 県民希望出生率、 ※３ 人口置換水準 

※4 住民基本台帳人口移動報告 

 

 

（１）自然動態 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
 

 

 

市民の結婚・出産・子育ての希望を実現するための各種施策の展開により、出

生数の改善を図り、今後の本市の合計特殊出生率が５年後の平成 32 年（2020

年）には 1.84（県民希望出生率）、平成 42 年（2030 年）には 2.07（人口置

換水準）になることを目指します。 
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転出超過△304 人から、平成 52 年（2040 年）までに 

転入超過 200 人を目指す 

（２）社会動態 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
 

 

 

 

新たな就労先の創出や就労支援による仕事の質と量の充実を図り、若い世代の

移動均衡、さらに転入超過への転換を目指します。 
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（人） 

各種施策の総合的な展開により、 

平成 52 年（2040 年）の人口６万 5000 人を目指します。 
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

地方創生人口ビジョン（第1期） 71,093 69,650 68,338 67,148 66,329 65,573 65,011 64,461

社人研推計（H22国調） 71,093 69,536 67,508 65,181 62,702 60,099 57,393 54,546

社人研推計（H27国調） 71,093 68,271 65,269 61,976 58,622 55,141 51,571 47,972

日本創成会議推計準拠 71,093 69,533 67,241 64,569 61,704 58,654 55,406

71,093 
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２ 将来人口の推計 
 

①  国立社会保障・人口問題研究所（社人研）推計準拠 

国立社会保障・人口問題研究所推計準拠は、全国の移動率が今後一定程度縮小

すると仮定された推計で、平成 27 年（2015 年）国勢調査に基づく推計では令

和 27 年（2045 年）の将来人口は、47,972 人と推計されます。 

②  日本創生会議推計準拠 

日本創生会議推計準拠は、全国の総移動数が、平成 22 年（2010 年）から平

成 27 年（2015 年）の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推

計で、平成 27 年（2015 年）国勢調査に基づく推計では令和 22 年（2040

年）の将来人口は、55,406 人と推計されます。 

③  伊那市地方創生人口ビジョン（第 1版） 

各種施策の総合的な展開により、平成 52 年（2040 年）で 65,000 人を目

指します（前回数値）。 
 

【 将来展望を踏まえた将来人口の推計 】 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 


